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研究要旨： 

 平成 25 年度に作成した調査表にもとづき、外部委託の実施割合やその委託の種別、

今後の外部委託への意向などについて把握することを目的に、全国調査を実施した。 
 調査方法は郵送自記式質問紙調査である。1,738(災害避難区域の自治体を除く)の統

括的立場の保健師宛に回答を依頼した。調査期間は、平成 26 年 1 月 15 日～2 月 28 日

であった。得られた回答に対して、実数と割合を算出した。 
 954 通の回答が得られ、951 通の回答を分析対象とした(有効回答率 54.7％)。委託の

実施状況をみると、母子保健事業において最も直営での実施割合が高かったのは「経

過観察健診・発達健診」の 87.6％で、最も低かったのは「6～12 ｹ月健診」49.9％であ

った。成人・高齢者事業では、「特定保健指導」の直営割合は 54.6％、二次予防事業対

象者に対する介護予防事業の直営割合はすべて 50％未満であった。精神保健事業で直

営の実施割合が高かったのは「家庭訪問」82.7％で、実施割合が低かったのは、「ケア

マネジメント(地域移行・定着以外)」34.9％、「地域移行支援」35.0％であった。委託

の種別をみると、ほとんどの委託随意契約(競争型以外)で行われていた。 
 現在および今後の委託についての意向を聞いたところ、回答 826 件のうち、 「実施

できていないものがある」19.6％、「今後考えているものがある」15.8％であった。「実

施できていないものがある」と回答した理由で多かったのは、「質の高い委託先がない」

「委託金額が高い」であった。 
 母子保健事業に関しては、委託の割合は過去とほぼ同様と考えられたが、成人・高

齢者保健事業に関しては、事業自体が変化しているため直接的な比較はできないもの

の、委託される割合が高くなっていると考えられた。また今後、委託を検討している

自治体も３割を超えること、自由記載から、多くの自治体が委託事業に対して共通し

た課題を感じていることがみてとれたことから、質の高い委託のあり方のノウハウを

集約し、共有する取り組みの必要性が示唆された。 
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Ａ．目的 

地域保健の課題は複雑困難化して

おり、この状況を改善するために市町

村が提供する保健事業へのニーズが

増大している。その一方で、自治体財

政の逼迫化により事業を提供する保

健師をはじめとする保健医療専門職

の増員は困難な状況となっており、ま

た国全体としての民間活力導入の推

進を背景として、保健事業の外部委託

が進んでいると言われている。 

このような状況を背景として、平成

23(2011)年に開かれた保健師活動指

針に向けた検討会の中では、最終的な

指針には盛り込まれなかったものの、

保健師活動と委託との関わりについ

て討議された 1)。しかし、このような

議論の根拠となる保健事業の委託割

合にかかわる調査は、平成 16(2004)
年 2)以降実施されていない。そこで実

際の地域での実態について明らかに

するために、昨年度開発した調査票を

用いた調査結果を分析し、外部委託の

実態について明らかにすることを目

的とした。 

 

Ｂ．方法 

1．調査対象  
平成 25 年４月１日現在の全市町

村 1,738(災害避難区域の自治体を

除く)である。自治体の統括的立場の

保健師宛に自記式質問紙への回答

を郵送で依頼した。 
2．調査方法 無記名自記式質問紙調

査 
3．調査内容  

自治体の属性、事業の実施方法、

委託を行っている場合の委託方法

の種類、その他の委託している事業、

委託に関する意向である。 
  なお、委託事業割合の変化を検討

するため、項目は可能な範囲で先行

調査 2)と一致させるよう配慮した。 
4．調査期間 平成 26 年 1 月 15 日～

2 月 28 日 
5．分析方法  

得られた回答に対して頻度や割

合を算出した。 
6．倫理的配慮  

本調査は無記名で実施した。また

調査の実施にあたっては、九州大学

医系地区部局臨床研究倫理審査委

員会の承認を受けた(承認番号 25―
262)。 

7．用語の定義 2) 
 直営:市町村常勤職員のみ、あるいは

市町村常勤職員及び非常勤職員

だけで事業を実施するもの 
 部分委託:直営で実施する部分もあ

るが、委託契約に基づき第三者が

部分的に事業を実施するもの 
 全面委託:委託契約にもとづき第三

者が全面的に事業を実施するも

の   

 

Ｃ.結果 

1．回収状況   
954 通の回答が得られ、951 通の回

答を分析対象とした (有効回答率

54.7％)。 

 
2．回収自治体の属性（表１～表６） 



「保健所設置市」73(7.7％)、人口の

平均は89,517.8人、高齢化率は28.0％、

常勤保健師数の平均は 18.4 人であっ

た。 

 
3．保健事業の実施方法と割合 
 保健事業の委託の実施方法につい

て示す(表７)。なお、この項目ではひ

とつの事業に対して複数の実施方法

の回答もみられた。事業によっては対

象などにより委託の実施方法が異な

る場合があるためとも考えられたが、

記載の誤りか否かの判断が困難であ

ったため、そのデータは欠損として扱

った。 
 母子保健事業の健康診査において、

最も直営での実施割合が高かったの

は「経過観察健診・発達健診」の 87.6％
で、最も低かったのは「6～12 ｹ月健

診」49.9％であった。この割合を過去

の調査と比較すると、多少の増減はあ

るものの大きな変化はみられなかっ

た。委託契約の種別では、回答が得ら

れた範囲では、ほとんどの幾多におい

て随意契約(公募型契約以外)が行われ

ていた。 
成人・老人保健事業では、「特定保

健指導」の直営割合は 54.6％、二次予

防事業対象者に対する介護予防事業

(運動機能向上、閉じこもり予防、認

知症予防)の直営割合は、すべて 50％
未満であった。委託契約の種別では、

若干、一般競争入札や指名競争入札に

よって行われているという回答がみ

られたが、ほとんどは随意契約で、特

に公募型以外の契約形態が多かった。

なお、特定保健指導では、一般競争入

札 3.2％、指名競争入札 5.6％、随意契

約(公募型)12.6％、随意契約(公募型以

外)78.6％となっていた。 
精神保健事業では、直営の実施割合

が高かったのは「家庭訪問」82.7％、

「精神保健相談(一般)」77.4％で、一

方直営の実施割合が低かったのは、順

に「ケアマネジメント(地域移行・定

着以外)」34.9％、「地域移行支援」

35.0％であった。委託の種別において

は、他の事業と同様に、随意契約(公
募型契約以外)の割合が最も高かった。 
委託事業に対する保健師の意向の

反映や関わり方に影響が生じると考

え、委託契約の種別もあわせて尋ねた。

回答が得られた範囲では、すべての事

業で随意契約(公募型契約以外)の割合

が最も高かった。 

 
4．その他の委託している事業(表８) 
 標記以外(ただし精神保健関係を除

く)で委託している事業を記述しても

らったところ、記述が多かったものは、

予防接種、各種健診(妊婦、乳幼児、

後期高齢者など)、検診(がん、歯科、

骨粗鬆症など)、各種運動教室、高齢

者の一次予防関連事業(普及啓発も含

む)、二次予防対象者把握事業などで

あった。 
 数は多くないが記述がみられたも

のとしては、24 時間健康相談(電話相

談)、産後ケア事業、不妊相談、巡回

相談員整備事業、食に関わる住民組織

の育成事業、健康増進計画や介護予防

事業の評価事業、障害者に対する相談



事業(虐待防止等)、措置入院患者移送

業務、また震災後の仮設住宅入居者へ

の健康管理に関わる事業などが記載

されていた。 
 

5．委託に関する意向 (表９) 
 現在および今後の委託についての

意向を聞いたところ、回答 826 件のう

ち、「なし」533(64.5％)、 「実施でき

ていないものがある」162(19.6％)、「今

後考えているものがある」131(15.8％)
であった。このうち「実施できていな

いものがある」と回答した人に理由を

聞いた結果(表１０)では、回答割合が

高い順に、「質の高い委託先がない」

「委託金額が高い」「委託できる先が

ない(物理的ない)」であった。その他

は、「財源の確保ができない」のほか、

「委託内容が現時点で明確にできて

いない」、「委託先の体制が整わない」

などであった。 
  

6．自治体における事業の外部委託に 

関する課題や考え(表１２) 

調査の自由記述欄には、外部委託に

関する課題や考えがさらに細かく寄

せられた。 
自治体が問題の原因と考えられる、

ノウハウやリソース不足の中には「委

託先を評価・品質管理する技術がない」

の記述が多かった(17)。一方で「人員

不足で委託はしたいが、それによって

住民の顔や課題が見えなくなってし

まう」という悩みも挙がった。 
委託先が問題の原因と考えられる

ものでは、(委託先が)「物理的にない」

以外に、「（事業者自体は存在しても）

「特定職能がない・いない」（16）、「い

ても品質が担保されない」(4)などの実

態が挙がった。 
また自治体と委託先の関係に起因

するものも記載された。「協働で行う

品質向上や改善」(14) 、「信頼作り」

(2)が重要であるなど、単に契約で成立

する関係ではなく、事業を一緒につく

りあげてゆくことのできる関係性が

重要と考えられていることが見てと

れた。 
 

Ｄ.考察 

１．委託の実施割合について 
過去との比較が可能であった母子

保健事業に関してみると、委託の割合

に大きな変化はみられなかった。成

人・高齢者保健事業に関しては、特定

保健指導は約半数、二次予防関連事業

は 6 割程度が委託されていたが、これ

らは平成 16 年時点では実施されてい

なかった事業であるため比較はでき

ないが、当時実施されていた個別健康

教育の委託割合は 3 割程度、Ａ型機能

訓練 2 割 5 分、Ｂ型機能訓練 2 割程度

であった 2)ことを考えると、成人・高

齢者保健事業の委託割合は増加して

いることが推測された。精神保健事業

は、平成 16 年には調査が行われてい

ないため比較はできないものの、最も

直営割合が高いものでも 82.7％であ

ることから、かなりの割合で委託がさ

れている実態が明らかとなった。 

 
2．委託契約の種別について 



 委託契約の種別では、随意契約(公
募型契約以外)が多かった。特に母子

保健事業ではその割合が高いが、これ

は事業の内容から、医師あるいは医療

機関への委託であることが想定され、

それ以外の契約種別は考えがたいた

めと思われた。そのほか、委託に関す

る意向での委託ができていない理由

で、「質の高い委託先がない」の回答

が多かったことから、地域にある資源

の不足により競争型の契約ができな

いことも理由の一つと推察された。 
このほか分析経過で気になったこ

とは、回答数でわかるように、契約種

別への無回答がかなりみられたこと

である。無回答の中には、契約種別に

関する知識や関心がない者も含まれ

ている可能性がある。委託契約の種別

によって質の高い事業展開が行われ

るために保健師が力をいれる点は異

なってくるため、自治体の保健専門職

に対して委託の基本的な知識を周知

することの必要性が考えられた。 
 

3. 委託に関する課題と今後のあり

方について 

 委託に関わる課題には、自治体側、

委託先側双方に原因があると考えら

れていた。その課題の内容は多岐にわ

たるものの、共通した課題が多く見ら

れた。今回の調査で多くの自治体にお

いて委託が行われていることが明ら

かとなったことを考えると、課題への

対処方法に関してのノウハウを集約

し、共有する取り組みの必要性が高い

ことが考えられた。 

 

Ｅ．結論  

1 外部委託の実態を把握するための

全国調査を実施した。 

2 母子保健事業に関しては、過去と

比較して委託割合が増加している

状況はみられなかったが、成人・高

齢者事業では委託割合が高くなっ

ていると考えられた。また、精神保

健事業においても、多くの事業が委

託されていた。 

3 今後、委託を検討している事業が

ある自治体は３割以上であった。  

4 委託事業の課題には自治体側、委

託先側双方に原因があると考えら

れたが、回答者は事業を一緒につく

りあげてゆくことのできる関係性

が重要と考えていた。 
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